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２３年度の業績は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、

「減収減益」となりました。

売上高は、▲１９．０％、▲６千２５１億円減の２兆６千６４５億円と

なりました。これは、「エネルギー・ソリューションセグメント」における、

原料費調整に伴う単価減等が主な要因です。

営業費用は、▲１４．８％、▲４，２４０億円減の２兆４千４４２億円と

なりました。これも、「エネルギー・ソリューションセグメント」における、

原油価格下落等に伴う、原材料費減が主な要因です。

この結果、営業利益は▲４７．７％、▲２，０１１億円減の２，２０３億円、

経常利益は▲４４．２％、▲１，８０７億円減の２，２８１億円となりました。

特別利益として、投資有価証券売却益２５１億円、長期貸付金評価益２２億円、

特別損失として減損損失３４億円を計上しています。

投資有価証券売却益には、主に豪州上流権益売却の影響が含まれています。

親会社株主に帰属する当期純利益は、▲３９．５％、▲１，１１０億円減の

１，６９９億円となりました。
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セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加えたセグメント

利益とその増減を記載しております。
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各セグメントにおける利益分析を掲載しております。

エネルギー・ソリューションセグメントにおける▲１，６１６億円の減益は、

都市ガス事業におけるスライド差減等による▲１，３４７億円の粗利減、

加えて電力事業における、燃料費調整に伴う単価減等による▲１５７億円の

減益などによるものです。

ネットワークセグメントは、主に高気温影響に伴う託送供給収益減等により

▲９８億円の減益となりました。

海外セグメントは、原油価格の下落等に伴う豪州上流プロジェクトの利益減、

ガス価格下落等に伴う北米上流事業の利益減等により、▲３７１億円の減益

となりました。

都市ビジネスセグメントは、不動産販売による利益増等により、＋７８億円

の増益となりました。
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２３年度のガス販売量は、高気温影響等による家庭用需要減および

発電専用のお客さまの需要減等により、

全体で▲１０．１％減の１１３億３百万ｍ3となりました。
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２３年度の電力販売量は、全体では▲２６．０％減の

２５４億７千９百万kWhとなりました。

小売においては、契約件数の増加等により＋１１．８％増、

卸他については▲４６．３％減少しました。
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株主還元については、総還元性向を４割程度とする株主還元方針に基づき、

配当は前年度比５円増額となる１株当たり年間７０円とするとともに、

４００億円、１，７００万株をそれぞれ上限とする自己株式取得を実施します。
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２０２３から２０２５年度の中期経営計画における主要計数・投資計画等の

状況をお示ししています。

２０２４年度については、当期純利益の減少に伴い、ＲＯＡは２．１％、

ＲＯＥは４．７％と、対前年、また対中計の指標で下回る見通しです。
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２０２４年度会社計画における、セグメント別ＲＯＡの見通しと

２０２３年度実績をお示ししております。

中計で掲げるＲＯＡ４％の水準には乖離のある単年度見通しですが、

事業ポートフォリオマネジメントの視点で、各カンパニー・事業会社別の

ＲＯＡ目標に基づく業績管理を強化してまいります。
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２４年度は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、減収減益と

見通しております。

売上高は、海外の北米シェールガス事業拡大に伴う売上増があるものの、

原料費調整に伴う単価減および電力販売量減等により、

▲０.８％、▲２２５億円減の２兆６千４２０億円の見通しです。

営業費用は、主に北米シェールガス事業拡大に伴う費用増等により

＋３．５％、＋８４８億円増の２兆５千２９０億円の見通しであり、

この結果、営業利益は▲４８．７％、▲１，０７３億円減の１，１３０億円

の見通しです。

経常利益は▲５１．４％、▲１，１７１億円減の１，１１０億円、

親会社株主に帰属する当期純利益は、▲５２．９％、▲８９９億円減の

８００億円を見通しております。

なお、原料価格の変動に伴うスライド差影響の９４億円と

年金数理差異償却額１０３億円を補正した、補正経常利益につきましては、

９１３億円です。

13



セグメント別の利益の見通しを記載しております。
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前年度実績に対する増減を記載しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントにおける減益、▲１，０３０億円は、

都市ガスのスライド差等による粗利減のほか、

電力における、２４年度から開始される制度変更の影響や、

システムリプレース対応その他の費用増等によるものです。
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２４年度の都市ガス販売量については、

前年度の高気温影響などに伴う家庭用の販売量減少からの回復等により、

合計で＋１．１％増の１１４億２千２百万ｍ3と見通しております。
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小売のお客さまへの販売量は、

件数の増等により増加するものの、卸販売の減により、

全体では、▲５．６％減の２４０億６千万kWhと見通しております。

18



ネットワークセグメントにおける＋５１億円の増益は、

東京ガスネットワークにおける、前年の、高気温影響による

託送供給収益の減少からの回復等によるものです。
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海外セグメントの＋４１億円の増益は、

北米でのシェールガス事業の拡大に伴う利益増等によるものです。
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都市ビジネスセグメントの▲７０億円の減益は、

ホテル事業において、ホテルリノベーションのため約１年間の休業を

行うことに伴う利益減、ならびに不動産販売収益の減少があるものです。
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参考資料として、経済フレーム感度表、原油価格・為替レート、

２３年度の主なトピックス、主な海外投資案件等を掲載しております。

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けて」の取り組みについても

継続してこちらに掲載してまいります。
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